
様式第１号

参加届出書
業務名　小林市ごみ収集運搬業務委託（Ｂ）

標記業務について、プロポーザル方式による受託候補者選定について参加を届出します。

令和　　年　　月　　日

小林市長　様

（提出者）　所　 在　 地　

　　　　　　　 　　　　　　　　 　　ふりがな　

　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　

　　　　　　　 　　　　　　　　 　　ふりがな　

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　
様式第２号

業 務 提 案 書

１　提案者名等

	(1)業務名
	小林市ごみ収集運搬業務委託（Ｂ）

	(2)提案者名

　連絡先
　担当者名
	ＴＥＬ

ＦＡＸ



	(3)プレゼンテーション及びヒアリング 参加者名

（３人まで）
	


２　提案課題等（写真等を含む資料は、別途添付して差し支えありません。）

（１）テーマ

テーマ ①　「ごみ収集運搬に関わる市民への対応と接遇について 」
テーマ ②　「 小林市ごみ収集運搬等業務委託（Ａ）と、小林市ごみ収集運搬業務委託（Ｂ）とで受託者が異なった場合、受託者間での連携・協力体制について 」
テーマ ③　「 集積場の違反ごみ滞留の減量と市民への周知や指導の具体策について 」
（２）収集運搬方法
　　ア　収集運搬工程、所要時間

　　イ　業務従事者数、使用車輌数

　　ウ　各処理施設への、ごみ等の運搬回数等

　　エ　廃棄物の分別確認方法

　　オ　不測の事態（交通事故、車輌火災、天候不良、災害等）対応

(３)　経営・従事者管理等

　　ア　経営管理

　　イ　業務従事者の雇用管理等

　　ウ　業務従事者の労働環境等

　　エ  業務従事者の意識向上等（環境全般、安全管理などに関する業務従事者への教育等）

オ　事業者としての受託実績等　

(４)　その他の事項

　　ア　従事者資格等の確保

　　イ　予備人員の配置・待機の態勢

　　ウ　職場の安全・衛生管理

　　エ　不測の事態（清掃工場内での交通事故、火災、天候不良、災害等）対応

　　オ　社会貢献の実施状況・実施計画

　(５)　１年間の業務委託受託額
　 　　受託金額、積算内訳書 （消費税及び地方消費税相当額は含まない。）
様式第３号

質　問　書

令和　　年　　月　　日

                            所　 在　 地　
商号又は名称　

担当者氏名　
連絡先　
　小林市ごみ収集運搬業務委託（Ｂ）の提案課題等について、次の項目を質問します。

	提案課題等項目
	質　問　内　容

	
	


様式第４号

回　答　書

令和　　年　　月　　日

小林市ごみ収集運搬業務委託（Ｂ）プロポーザル質問書により問われたことについて、　　 　次のとおり回答します。

	提案課題等項目
	質　問　内　容

	
	


	回　答

	


様式第５号

委託業務共同企業体協定書

（目的）

第1条　当共同企業体は、小林市発注による「小林市ごみ収集運搬業務（Ｂ）」（以下「業務」という。）を共同連帯して行うことを目的とする。

（名称）

第2条　当共同企業体は、　　　　　　　　　　共同企業体（以下「企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第3条　当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第4条　当企業体は、令和　　年　　月　　日に成立し、委託契約の履行完了後３か月を経過するまでの間は解散することができない。

2　当企業体は、当該業務を受託することができなかったときは、前項の規定にかかわらず、当該業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）

第5条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。

所　 在　 地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所　 在　 地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者の名称）

第6条　当企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。

（代表者の権限）

第7条　当企業体の代表者は、業務の履行に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、発注者、監督官庁等と折衝する権限、業務委託料の請求・受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（分担業務）

第8条　各構成員の業務の分担（以下「分担業務」という。）は、次のとおりとする。ただし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更があったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。

（１）　　　　　　　　　　　　　　　 業務 ： （構成員名）　　　　　　　　　　　　　
（２）　　　　　　　　　　　　　　　 業務 ： （構成員名）　　　　　　　　　　　　　
2　前項に規定する分担業務の価額（構成員全員の協議の場で定める。）については、別に定めるところによるものとする。

（構成員全員の協議の場）

第9条　当企業体は、構成員全員をもって協議の場を設け、業務の履行に当たるものとする。

（構成員の責任）

第10条　構成員は、協議の場が決定した工程表によりそれぞれの分担業務の進捗を図り、契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）

第11条　当企業体の取引金融機関は、　　　　　　　　　　とし、代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。

（構成員の必要経費の分配）

第12条　構成員はその分担業務を行うため、構成員全員の協議の場の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。

（共通費用の分担）

第13条　本業務を行うにつき発生した共通の経費等については、分担業務額の割合により構成員全員の協議の場において、各構成員の分担額を決定するものとする。

（構成員の相互間の責任の分担）

第14条　構成員がその分担業務に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成員がこれを負担するものとする。

2　構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協議するものとする。

3　前2項に規定する責任について協議が整わないときは、構成員全員の協議の場の決定に従うものとする。

4　前3項の規定は、いかなる意味においても第10条に規定する当企業体の責任を免れるものではない。

（権利義務の譲渡の制限）

第15条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。

（業務途中における構成員の脱退）

第16条　構成員は、当企業体が業務を完了する日まで脱退することはできない。

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第17条　構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、発注者の承認を得て、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完了するものとする。ただし、残存構成員のみでは適正な履行の確保が困難なときは、残存構成員全員及び発注者の承認を得て、新たな構成員を当企業体に加入させ、当該構成員を加えた構成員が共同連帯して破産又は解散した構成員の分担業務を完了するものとする。

2　前項の場合においては、第14条第2項及び第3項の規定を準用する。

（解散後のかし担保責任）

第18条　当企業体が解散した後においても、当該業務につき、かしがあったときは、各構成員は共同連帯してその責任を負うものとする。

（協定書に定めない事項）

第19条　この協定書に定めのない事項については、構成員全員の協議の場において定めるものとする。

　　　　　　　　　　　     外　　 社は、上記のとおり　　　　　　　　　　共同企業体協定書を締結したので、その証拠としてこの協定書　　通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するとともに、小林市長へ１通提出するものとする。
令和　　年　　月　　日

所　 在　 地　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

       代表者氏名 ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所　 在　 地　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

       代表者氏名 ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所　 在　 地　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

       代表者氏名 ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所　 在　 地  ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称  ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

       代表者氏名 ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第６号

委　任　状

令和　　年　　月　　日

小林市長　様

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　
商号又は

名称　　　　　　 　　　　　 　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eq \o\ac(○,印)
私は、次の者を代理人と定め、令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体に係る下記の権限を委任します。

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は

名称　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eq \o\ac(○,印)
記

１．小林市ごみ収集運搬業務（Ｂ）（以下「業務」という。）の技術提案に関する権限

２．業務の見積りに関する権限

３．業務の契約の締結に関する権限

４．業務の履行に関する権限

５．業務に係る代金の請求及び受領に関する権限

６．企業体に属する財産を管理する権限

７．副代理人の選任に関する権限

	受任者使用印鑑

	


８．その他、業務の契約に基づく行為について、発注者と折衝する権限
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受任者
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